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気候変動への対処と経済政策

7月 5～ 6日に発生した九州北部豪雨は，地域に甚大な被害をもたらした。狭い範囲を
集中的に襲った豪雨により山の斜面が同時多発的に崩壊し土砂や流木が集落を埋め，30人
を超える尊い人命が失われた。被災された方々に，心からのお見舞いを申しあげます。
今回の災害を起こした大雨は現地の観測記録においてかつてない猛烈なもので，一部の

専門家は統計学的には数千年に一度のレアケースに相当すると言う。しかし，ここ数年を
振り返ると，昨年は岩手県や北海道を襲った台風による大雨被害，一昨年は鬼怒川の堤防
が決壊した関東・東北豪雨， 3年前は広島市を襲った集中豪雨と，近年，短時間で地形が
変わるほどの集中豪雨災害が全国各地で毎年起こっている事実が確認される。これは則ち，
気候・気象とそれに伴う災害が，過去の統計があてにならない新たなフェイズに入りつつ
あることを示唆しているのではないか。
前述した近年の豪雨災害は共通して，積乱雲が同じ場所で次々に発生・発達する「線状

降水帯」の形成が主因とされている。これは，空気中の水蒸気量に風向きや地形などの諸
条件が重なって発生するもので，頻発する災害を受け政府や地方自治体は河川の護岸工事
等の防災対策を急いでいる。しかし，気候変動（地球温暖化）による大気中の水蒸気量の
基調的増大を止めない限り根本的な解決にならないとする意見も根強い。
気候変動への対処において，欧州は積極姿勢を強めている。 6月 1日にトランプ大統領

がパリ協定離脱を表明し，温暖化対策の国際的な枠組みが崩壊しかねない危機に直面した
が，直後の 7月 8日にハンブルクで開かれたG20サミットにおいて，米国を除く19か国は
一致してパリ協定を堅持することを表明した。これは，議長国であるドイツが温暖化対策
こそ今回サミット最大の眼目と定めて，メルケル首相が中国・ロシアなど各国首脳と個別
会談を重ねて粘り強く働きかけた功績と考えられる。他の問題では対立する利害を抱える
フランス・イギリスも，このテーマでは一貫してドイツを支持していた。今回の成果は，
環境対策を農業政策も含めEU共通政策の根幹に据えて，長年にわたり営々と進めてきた
欧州だからこそ成し得たものと言えよう。
G20サミットと前後して， 7月 6日にフランス，26日にイギリスの両国政府は，2040年

までにガソリン車とディーゼル車の販売を禁止すると相次いで発表した。欧州は今後，地
球環境にかかる負荷の少なさを測る「環境優位性」を重視する姿勢をさらに強めていき，
経済・社会のあり方が大きく変わっていくと予測される。同じ 7月 6日に日欧EPAの大枠
合意が発表されたが，欧州のこうした方向性や価値観を日本が正確に認識し共有しない限
り，経済連携の成果など望むべくもないであろう。　

8月 3日の改造内閣発足に際し安倍首相は「原点に立ち返り，アベノミクスを更に加速
させていく」と述べ，成長重視の経済政策を継続・強化していく方針を表明した。今後，
その方針の下で農林水産政策も進められていくと考えられるが，欧州はじめ世界の経済・
社会の方向が「持続可能性」重視に大きく動いている今日，わが国の農林水産業も「成長
産業化」を最優先する考え方から，改めて「多面的機能」なかんずく「環境への貢献」の
価値の再評価が求められているのではないだろうか。

（（株）農林中金総合研究所　代表取締役専務　柳田　茂・やなぎだ しげる）
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